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連結子会社の吸収合併（簡易合併・略式合併）に関するお知らせ 

 

シライ電子工業株式会社(以下「当社」という。)は、平成26年１月16日開催の取締役会において、平

成26年３月１日（予定）を効力発生日とし、完全子会社であるグロリヤ電子工業株式会社（以下「グロ

リヤ電子工業」という。）を吸収合併することを決議しましたので、下記のとおりお知らせいたします。 

 なお、本合併は、100％出資の連結子会社を対象とする簡易吸収合併であるため、開示事項・内容を一

部省略して開示しております。 

 

記 

 
１． 合併の理由 

当社グループは厳しい経営環境の下、持続的な成長を目指し成長戦略の推進と様々な施策によるコス

ト削減を進め、経営体質の強化に取り組んでまいりましたが、事業体制を強化していくためにはより

積極的な改善が必要であると判断いたしました。 

そこで今般、当社の100％出資の連結子会社であるグロリヤ電子工業の経営資源を集約し、当社グル

ープ経営の更なる収益向上と経営効率化を図るため、同社を吸収合併することといたしました。 

 

２．合併の要旨 

（1）合併の日程 

合併決議取締役会      平成26年１月16日 

合併契約締結日       平成26年１月16日 

合併承認株主総会      開催いたしません （注） 

合併の予定日（効力発生日） 平成26年３月１日 

（注）本合併は、当社においては会社法第796 条第３項に定める簡易合併であり、グロリヤ電子工業

においては会社法第784条第１項に定める略式合併であるため、当社及びグロリヤ電子工業に

おいて合併契約に関する株主総会の承認を得ることなく行うものであります。 

（2）合併の方式 

当社を存続会社とする吸収合併方式で、グロリヤ電子工業は解散いたします。 

（3）合併に係る割当の内容 

該当事項はありません。 

（4）消滅会社の新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い 

該当事項はありません。 

 

 

 



３．合併当事会社の概要（平成25年３月31日現在） 

名称 シライ電子工業株式会社 

（存続会社） 

グロリヤ電子工業株式会社 

（消滅会社） 

所在地 京都市右京区梅津南広町46番地２ 埼玉県川越市芳野台一丁目 

103番地60 

代表者の役職・氏名 代表取締役社長 小島 甚昭 代表取締役会長 小島 甚昭 

事業内容 プリント配線板並びにプリント

配線板外観検査機の設計・製

造・販売 

プリント配線板の設計・製造・販

売 

資本金 13億6,172万円 9,000万円 

設立年月日 昭和45年１月９日 昭和39年１月24日 

発行済株式総数 13,976,000株 90,000株 

決算期 ３月31日 ３月31日 

大株主及び持株比率 

(平成25年９月30日現在) 

白井商事株式会社      10.20 ％

シライ電子工業従業員持株会 

     8.45 ％

白井 総              4.95 ％

白井 治夫                 4.85 ％

株式会社りそな銀行        2.92 ％

白井 由香                 2.65 ％

任天堂株式会社            2.40 ％

渡辺 薫                   1.90 ％

住友ベークライト株式会社  1.37 ％

富国生命保険相互会社      1.03 ％

シライ電子工業株式会社 100％ 

直前事業年度の財政状態及び経営成績 

純資産 2,060 百万円（連結） 71 百万円（個別）

総資産 17,752 百万円（連結）  1,087百万円（個別）

１株当たり純資産 134.93 円（連結）  798.80 円（個別）

売上高 23,298 百万円（連結）  1,666百万円（個別）

営業利益 156 百万円（連結） △27 百万円（個別）

経常利益 335 百万円（連結） △42 百万円（個別）

当期純利益 201 百万円（連結）  △37百万円（個別）

１株当たり当期純利益 14.40 円（連結）  △419.89円（個別）

 

４．本合併後の状況 

本合併による当社の名称、所在地、代表者の役職・氏名、事業内容、資本金及び決算期に変更ありま

せん。また、合併時点でのグロリヤ電子工業の事業や取引、契約、権利義務関係は全て当社が承継し、

お客さまとの販売窓口に変更はありません。 

 

５．今後の見通し 

本合併は、当社100％出資の連結子会社との合併であるため、連結業績への影響は軽微であります。 

 

以 上  

 


